
 

令 和 ８ 年 ２ 月 定 例 会  

                       総 務 委 員 会  
 

総 務 部 長 説 明 要 旨 （ 補 正 予 算 等 ）  
 

 総 務 部 長 の 山 本 で ご ざ い ま す 。  

 よ ろ し く お 願 い い た し ま す 。  

 

ま ず 、 今 回 御 審 議 を お 願 い し て お り ま す 令 和 ７ 年 度  

２ 月 補 正 予 算 案 に つ い て 、 御 説 明 さ せ て い た だ き ま す 。  

 

議 案 書 （ 令 和 ７ 年 度 補 正 予 算 ） ３ ペ ー ジ を お 開 き 願 い ま

す 。  

議 案 第 １ ８ 号 「 令 和 ７ 年 度 和 歌 山 県 一 般 会 計 補 正 予 算 」

で す が 、 全 体 で 総 額 ９ ２ 億 ６ ７ ９ 万 ９ 千 円 の 増 額 補 正 と さ

せ て い た だ い て お り ま す 。  

う ち 総 務 部 関 係 で は 、 前 年 度 決 算 剰 余 金 等 を 活 用 し た 、

普 通 交 付 税 精 算 に 備 え た 基 金 へ の 積 立 や 借 換 債 の 発 行 抑 制

に 係 る 経 費 等 に よ り 、  

合 計 １ ９ ９ 億 １ ， ０ １ ３ 万 ８ 千 円 の 増 額 補 正 を お 願 い し

て お り ま す 。  

 

ま た 、 「 令 和 ７ 年 度 特 別 会 計 補 正 予 算 」 と し て 、  

議 案 第 ２ １ 号 「 職 員 住 宅 特 別 会 計 補 正 予 算 」  

議 案 第 ２ ５ 号 「 自 動 車 税 証 紙 特 別 会 計 補 正 予 算 」  

議 案 第 ２ ７ 号 「 公 債 管 理 特 別 会 計 補 正 予 算 」  

を お 願 い し て お り ま す 。  

 

 



な お 、 一 般 会 計 の 歳 入 全 般 に 関 す る 説 明 に つ き ま し て

は 、 後 ほ ど 財 政 課 長 及 び 税 務 課 長 か ら 御 説 明 さ せ て い た だ

き ま す 。  

 

次 に 、 総 務 部 関 係 の 一 般 会 計 歳 出 及 び 特 別 会 計 の  

主 な 補 正 内 容 に つ き ま し て 、 御 説 明 い た し ま す 。  

 

補 正 予 算 説 明 書 「 出 (し ゅ つ )」 の 2 ペ ー ジ を お 開 き 願 い

ま す 。  

 

第 ２ 款 「 総 務 費 」 第 １ 項 「 総 務 管 理 費 」 第 １ 目  

「 一 般 管 理 費 」 で は 、 ふ る さ と 和 歌 山 応 援 寄 附 に 係 る  

基 金 積 立 金 等 の 増 に よ り 、 ６ 億 １ ３ ７ 万 ７ 千 円 を 増 額 、  

第 ２ 目 「 人 事 管 理 費 」 で は 、 退 職 見 込 み 人 数 の 減 に よ る  

退 職 手 当 の 減 等 に よ り 、 ３ 億 ３ ８ ８ 万 円 を 減 額 し て お り ま

す 。  

 

次 に 、 「 出 (し ゅ つ )」 の ３ ペ ー ジ  

第 ５ 目 「 財 政 管 理 費 」 で は 、 令 和 ８ 年 度 、 令 和 ９ 年 度 及

び 令 和 １ ０ 年 度 に お け る 普 通 交 付 税 の 精 算 に よ る 減 額 に 備

え た 財 政 調 整 基 金 へ の 積 立 金 等 に よ り 、  

１ １ ３ 億 ５ ４ ９ 万 １ 千 円 を 増 額 し て お り ま す 。  

 

次 に 、 「 出 （ し ゅ つ ） 」 の ４ ペ ー ジ  

第 ８ 目 「 支 庁 及 び 地 方 事 務 所 費 」 で は 、 西 牟 婁 総 合 庁 舎  

屋 上 防 水 改 修 工 事 に お け る 入 札 差 額 等 に よ り 、  

２ ， ８ ４ ４ 万 ６ 千 円 を 減 額 し て お り ま す 。  

 

次 に 、 「 出 （ し ゅ つ ） 」 の ６ ペ ー ジ  

第 ２ 項 「 企 画 費 」 第 １ 目 「 企 画 総 務 費 」 で は 、  



ガ バ メ ン ト ク ラ ウ ド 運 用 管 理 補 助 業 務 委 託 に お け る  

入 札 差 額 等 に よ り 、 2,９ ７ ２ 万 ５ 千 円 の 減 額 、  

第 ２ 目 「 計 画 調 査 費 」 で は 、 行 政 事 務 用 パ ソ コ ン の 調 達 に

お け る 入 札 差 額 等 に よ り 、 １ ， ０ ６ ９ 万 円 を 減 額 し て お り

ま す 。  

 

次 に 、 「 出 (し ゅ つ )」 の １ ０ ペ ー ジ  

第 ４ 項 「 市 町 村 振 興 費 」 第 １ 目 「 市 町 村 連 絡 調 整 費 」  

で は 、 公 的 個 人 認 証 サ ー ビ ス に 係 る 都 道 府 県 負 担 金 額 の  

確 定 等 に よ り 、 １ ， ０ ５ ５ 万 ８ 千 円 の 減 額 、  

第 ２ 目 「 自 治 振 興 費 」 で は 、 市 町 村 振 興 宝 く じ 収 益 金 の  

交 付 額 の 確 定 に よ り 、 ８ ， ４ ５ ８ 万 ８ 千 円 を 減 額 し て お り

ま す 。  

 

次 に 、 「 出 (し ゅ つ )」 の ９ ２ ペ ー ジ  

第 １ ２ 款 「 公 債 費 」 に つ い て で す が 、 第 １ 項 「 公 債 費 」

で は 、 令 和 ６ 年 度 決 算 の 剰 余 金 処 分 等 に よ る 借 換 債 の  

発 行 額 の 抑 制 に 係 る 公 債 管 理 特 別 会 計 へ の 繰 出 金 の 増 等 に

よ り 、 ２ ７ 億 ８ ８ ５ 万 円 を 増 額 し て お り ま す 。  

 

次 に 、 「 出 （ し ゅ つ ） 」 の ９ ３ ペ ー ジ か ら １ ０ ０ ペ ー ジ

ま で の 第 １ ３ 款 「 諸 支 出 金 」 で は 、  

９ 3 ペ ー ジ の 第 １ 項 「 地 方 消 費 税 清 算 金 」 で  

２ ４ 億 １ ,８ ０ ０ 万 円 を 増 額 す る な ど 、 そ れ ぞ れ 関 係 す る  

県 税 の 収 入 状 況 な ど を 勘 案 し 、 所 要 の 補 正 を お 願 い し て お

り ま す 。  

 

次 に 、 「 雑 （ ざ つ ） 」 の １ ペ ー ジ を お 開 き 願 い ま す 。  

繰 越 明 許 費 で す が 、  

第 ２ 款 「 総 務 費 」 第 １ 項 「 総 務 管 理 費 」 で は 、  



本 庁 舎 管 理 事 業 で １ ， ０ ６ ９ 万 １ 千 円 の 繰 越 を お 願 い  

し て お り ま す 。  

こ れ は 、 東 別 館 自 動 ド ア 化 改 修 工 事 に つ い て 、 自 動 ド ア

の 製 作 期 間 が 想 定 以 上 に 要 す る こ と が 判 明 し た た め 、  

工 期 を 延 長 し 令 和 ７ 年 度 予 算 の 一 部 を 翌 年 度 に 繰 り 越 す も

の で ご ざ い ま す 。  

な お 、 工 事 に つ い て は 令 和 ８ 年 ５ 月 に 完 了 す る 予 定 と  

な っ て お り ま す 。  

 

次 に 、 総 務 部 関 係 の 特 別 会 計 に つ い て 御 説 明 申 し 上 げ ま

す 。  

 

「 特 」 の １ １ ペ ー ジ を お 開 き 願 い ま す 。  

 

「 職 員 住 宅 特 別 会 計 」 は 、 収 入 実 績 を 勘 案 し 、 修 繕 料 を

減 額 す る な ど 、 歳 入 歳 出 と も に ９ ９ ５ 万 円 を 減 額 し て お り

ま す 。  

 

次 に 、 「 特 」 の ４ ０ ペ ー ジ  

「 自 動 車 税 証 紙 特 別 会 計 」は 、証 紙 収 入 実 績 等 を 勘 案 し 、

歳 入 歳 出 と も に 2 億 ４ ,９ ７ ８ 万 ６ 千 円 を 減 額 し て お り ま

す 。  

 

次 に 、 「 特 」 の ４ ９ ペ ー ジ 「 公 債 管 理 特 別 会 計 」 は 、  

２ 億 ７ ， ５ ７ ３ 万 ３ 千 円 を 減 額 し て お り ま す 。 歳 入 で は 、

一 般 会 計 繰 入 金 の 増 額 、 借 換 債 の 減 額 等 、 歳 出 で は 、 県 債

償 還 に 係 る 利 子 の 減 額 等 と な っ て お り ま す 。  

 

以 上 で ご ざ い ま す 。  

よ ろ し く 御 審 議 の 程 お 願 い 申 し 上 げ ま す 。  



 

 

令和８年２月定例会総務委員会 

 

補正予算歳入説明（財政課） 

 

財政課長の小林でございます。よろしくお願いいたします。 

令和７年度一般会計２月補正予算案の歳入について、ご説明申し上

げます。 

 

「補正予算説明書」の１ページをご覧ください。 

歳入全体の補正額の合計は、９２億６７９万９千円となっております。 

 

県税や地方譲与税など県税関係につきましては、後ほど税務課長が

説明いたしますので、私からは、それ以外の内訳についてご説明申し

上げます。 

 

入
にゅう

８ページの地方特例交付金につきましては、 

算定による額の確定により、１，３０９万６千円を増額しております。 

 

次に、入９ページの地方交付税につきましては、 

普通交付税の算定による額の確定により、９５億１，４４０万６千円

を増額しております。 

 

次に、入 10 ページの交通安全対策特別交付金につきましては、 

上半期分の交付実績に基づき、４００万円を減額しております。 

 

次に、入 11 ページからの分担金及び負担金につきましては、 

土木費の公共街路事業の減額に伴う市町村負担金の減等により、 

１億４，１３１万１千円を減額しております。 

 

次に、入 13 ページからの使用料及び手数料につきましては、 

建築確認手数料の減等により、７，５５５万６千円を減額しておりま

す。 

 



 

 

次に、入 16 ページからの国庫支出金につきましては、 

土木費の事業費の減等により、６９億２，３８９万１千円を減額して

おります。 

 

次に、入 34 ページからの財産収入につきましては、 

基金運用利子収入の増等により、３億５，０４８万１千円を増額して

おります。 

 

次に、入 36 ページの寄附金につきましては、 

ふるさと和歌山応援寄附金や企業版ふるさと納税に係る寄附金の増

等により、１億３，５５５万１千円を増額しております。 

 

次に、入 37 ページからの繰入金につきましては、 

県債管理基金からの繰入金の減のほか、事業費の減に伴う基金繰入金

の減等により、６７億６，９４７万円を減額しております。 

 

次に、入 40 ページの繰越金につきましては、 

前年度からの剰余金として、９６億６，３５５万３千円を増額しており

ます。 

 

次に、入 41 ページからの諸収入につきましては、 

生活福祉資金貸付等補助金の返還に伴う雑入の増等により、 

８，０６４万円を増額しております。 

 

次に、入 45 ページからの県債につきましては、 

投資的経費や行政改革推進債の減等により、８８億７，０６０万円を

減額しております。 

 

私の説明は以上でございます。 

ご審議の程、よろしくお願い申し上げます。 



令和８年２月定例会 

総務委員会 

税務課長説明要旨《補正予算》 

 

 税務課長の津呂でございます。 

 令和７年度補正予算案の県税関係収入につきまして御説明 

いたします。 

 

 「令和７年度補正予算説明書」「歳入」の県税で、 

現計予算額９８３億８，７２０万円に対し、５８億３９０万円の増

額補正をお願いしております。 

 

主な税目について御説明します。 

 

「入」１ページの県民税につきましては、賃上げの影響により個

人住民税所得割が、また株価の上昇により個人県民税株式等譲渡所

得割が、それぞれ想定よりも増収となっていることなどから、 

県民税全体で、３９億３，６００万円を増額しております。 

 

次に、「入」２ページの事業税につきましては、当初の見込みより

も企業の業績が好調であったため、 

事業税全体で、１１億４，７００万円を増額しております。 

 

同じく「入」２ページの地方消費税につきましては、物価高によ

り消費額が増加したことから、 

地方消費税全体で、１２億２，６００万円を増額しております。 

 

次に、「入」５ページの地方消費税清算金で、 

現計予算額４６５億９,８００万円に対し、４６億３，４００万円を 

増額しておりますが、他府県との清算実績等を勘案しまして、 

所要の補正をお願いしております。 

 

 



次に、「入」６ページから７ページの地方譲与税の総額で、 

１７億９，６００万円を増額しておりますが、直近の譲与実績等を

勘案しまして、 

所要の補正をお願いしております。 

 

以上、御審議の程よろしくお願い申し上げます。 


	総務部長
	財政課長
	政務課長

